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取引相手の選択と探索コストとの関連性

坂口順也

＜論文要旨＞

組織間マネジメント ・コントロール研究では，組織間での協働や契約に加えて，取引相手の選択が議論

されている． しかし， その内容は，利用する選択項目に集中しており，利用に際して必要となる努力や負

担との関連性については検討の枠外にある． そこで，本研究では， 日本の加工組立型企業を対象とした質

問票データ (101社）を用いて，取引相手の選択で重視する「選択項目」と，取引相手の探索に関わる努力

や負担である「探索コスト」との関連性について検討した．検討の結果，業務レベルの項目や，製品開発

に関連する項目を重視して取引相手を選択する場合に， 多くの努力や負担を投じる必要があることを明ら

かにすることができた． また， より詳細に見ると，業務レベルの項目を重視する際には，選択対象となる

取引相手を広げる必要があることや，戦略上重要な製品開発関連の項目を重視する場合には， 多くの人材

を投入し，時間をかけて取引相手を選択する必要があることを把握することができた．
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1． はじめに

組織間マネジメント ・コントロールは，今日，管理会計の主要な研究課題の一つとして認識

され，欧米だけでなくわが国においても研究が蓄積されている(AndersonandDekkeI;2009;窪

田, 2012a;坂口ほか, 2015). ここでのいくつかの知見は，取引経済学などに依拠した一般的

なものであるとともに，管理システムに焦点を当てて組織間関係に関する隣接領域の研究にも

貢献することから，管理会計の領域だけでなく，組織間関係を取り扱う他の領域にも提供され

ている(Andersonetal.,2015).

こうした組織間マネジメント ・コントロールに関わる研究では，原価低減目標の設定， 目標

の達成状況の評価原価低減活動の支援といった原価管理活動に代表される組織間での｢協働」

や，対象とする範囲の広さ，個々の条項の詳細さ，事後的な協働や状況対応の支援などの組織

間における「契約」の諸側面に加えて，取引相手の「選択」が注目されている． ここから，組

織間マネジメント ・コントロールは，選択し，契約し，協働するという一連のプロセスとして

とらえることができる(AndersonandDekkeI;2009;坂口ほか, 2015). また， ここでの取引相手

の選択は，契約締結の前において，複数の企業から交渉相手となる企業を探索するプロセスを

経て，取引相手を決定する段階として位置付けることができる．取引相手の選択については，

組織間マネジメント・コントロール研究が進展する欧米において，取引相手の選択項目（技術，

品質，納期，組織文化の共通性，評判など）を中心に検討が進展している(Ittneretal.,1999).

しかし， これらの項目を利用した取引相手の選択が， どの程度の努力や負担を必要とするの

かについては，十分に明らかにされていない.取引相手の選択は，候補となる企業を複数探索

するプロセスを経て，選択項目に合致した取引相手を最終的に決定する． ここでの探索プロセ

スは，行動や情報に関するリスクを縮減するべく多くの人的資源を動員しながら時間をかけ

て広範に探索するといったように，企業にとっての負担を生じさせる(BaimanandRajan,2002;

Krishnanetal.,2011). しかも， ここで生じる負担は，企業が重視する選択項目に応じて異なる

ことが想定される．例えば，価格のみを重視する場合と，価格に加えて品質・納期・評判など

を重視する場合とでは，後者の方で評価基準が多様かつ複雑であることから，取引相手の探索

に多くの努力を投じることが求められるといえる．

これをふまえると，取引相手の選択については，選択項目に注目するだけでは不十分であ

り，特定の項目に伴う探索プロセスでの負担を考慮することで，単純に多くの項目を重視すべ

きであるという主張(Carrandlttnel;1992)を超えた議論が展開できるようになると思われる．

すなわち，重視する「選択項目」が，取引相手の探索で必要となる努力や負担である「探索コ

スト」に対してどのように影響するのかを検討することにより，選択項目を利用する上でどの

程度の負担や努力が必要となるのか，あるいは， どのような選択項目を実際に利用することが

できるのかを理解するための一助が提供できるようになると考えられる．

これに加えて，わが国では，取引関係の抜本的な見直しが実務で進展しているにもかかわら

ず，取引相手の選択に関わる議論が限定されている．従来， わが国企業の組織間関係（とくに

バイヤー・サプライヤー関係）は，取引相手を少数に限定した安定的なものであり，共同問

題解決を志向するものであることが強調されてきた（浅沼, 1984;Nismguchi, 1994). しかし，
2000年前後を境として，わが国の取引関係は，系列外取引の拡大と再構築など，異なる動向が

進展しているといわれている(Kawaietal.,2013;延岡, 1999). こうした動向をふまえると，組
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織間での原価管理活動といった協働の側面だけでなく， この前提となる取引相手の選択にまで

分析の視野を広げるとともに，協働の側面に関わる近年の研究動向（窪田, 2012b;坂口, 2009)

と同様に， わが国のデータを用いて取引相手の選択に関わる一般的傾向を明らかにすることが

必要である．

そこで，本研究では， 日本の製造企業を対象とした質問票データを用いて，個々の選択項目

に注目し，その利用と取引相手の探索コストとの関連性について検討する．

2．先行研究の整理と仮説の設定

2鰯1取引相手の選択

近年，企業実務における組織間関係への関心の高まりに伴い，組織間でのコントロール・シ

ステムを取り扱う組織間マネジメント ・コントロールが，管理会計の研究領域で注目されてい

る(AmdersonandDekker,2009). ここでは，組織間原価管理に見られる組織間でのコントロー

ル・システムの運用や，取引相手の選択や取引相手との契約に代表される組織間でのコント

ロール・システムの設計が，欧米を中心に議論されている．中でも，契約交渉の相手となる企

業を選別する段階である取引相手の選択は，契約を締結する前の重要な取り組みとして，欧米

の研究で議論されている．

取引相手の選択については，重視する選択条件や選択項目に関する記述がいくつかの研究で

見受けられる．例えば, CalTandlttner(1992)は，取引相手を選択するにあたり，購入価格だけ

でなく，品質不良や配送遅延の影響，管理業務の実施，取引相手の支援から生じる研究開発や

原価低減の効果などを財務的に考慮し，意思決定に役立てる必要があると主張しているl. ま

た, Ittneretal.(1999)は， カナダ， ドイツ， 日本，米国の自動車企業とコンピュータ企業のデー

タを基礎に，取引関係のタイプ（アームスレングス型，中間型，パートナーシップ型）が，取

引相手の「選択・モニタリング実務」とパフォーマンスとの関連性に影響を与えること，すな

わち，パートナーシップ型の取引関係において， 「モニタリング実務」の利用がパフォーマン

ス（総資産利益率，長期的サプライヤーの比率，製品品質）に貢献することを明らかにしてい

る． これに加えて，彼らは， 「選択・モニタリング実務」の一つとして，サプライヤーの業務に

関連する項目 （例えば，品質の重視， オンタイム配送の重視，安定供給の重視など）を利用し

た取引相手の選択を，調査上の変数に含めている． さらに，管理会計に隣接する経営学（マー

ケティング）の研究であるKatsikeasetal. (2004)は，取引相手であるサプライヤーの「選択・

評価項目」として，信頼性，価格，サービス，技術をあげている． これに加えて，彼らは，パ

フオーマンス（市場シェア成長率，収益性，売上高成長率，顧客満足度）の高いバイヤーと低

いバイヤーとを比較し，前者の方が，サプライヤーの業務に関するこれらの項目に対する評価

が高いことを明らかにしている．

最近の研究でも，取引相手の探索段階で重視する項目に関わる検討が進展している． ここで

は，業務レベルの項目に加えて，組織文化の共通性，外部による評判，新製品のタイムリーな

市場導入といった多様な項目が注目されている．例えば, Dingetal. (2013)は，取引相手の選
択項目として， 「組織文化の共通性」や外部による「評判」などをあげるとともに， これらの

項目を重視した取引相手の評価が，組織間での契約に影響を与えることを明らかにしている．
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具体的に，彼らは，外部による「評判」を利用した取引相手の選択が，取引相手との契約の一

側面である「契約に含められる事項の幅広さ（包括性)」に正の影響を与えること，すなわち，

企業を選別する段階で外部の評判を重視することが，第三者からの情報の収集を促進し，結果

として多くの事項を含めた契約の締結に結びつくことを明らかにしている． また， これに関連

して,Dekkeretal. (2016)は，取引相手を評価するための項目として，製品開発といった「イノ

ベーション」などをあげるとともに， これらの項目の利用が，取引相手との協働目的（現地市

場へのアクセス，資源の評価，学習など）に影響を受けることを指摘している2．

また，取引相手の選択に関わるもう一つの議論として，取引相手の探索段階で必要となる努

力や負担（選択対象となる取引相手の範囲の広範さや，選択に必要となる時間や人員などと

いった探索コスト）がいくつかの研究で見受けられる3．例えば, Cuganesan(2006)は，取引相

手を管理するための専門家集団の役割の重要性を示唆している． また,Dekker(2008)は，取引

相手を探索するために投じる努力や負担が大きくなると，契約の対象範囲が幅広くなることを

明らかにしている．具体的には，取引相手を探索する時間（日数）が長くなると，探索プロセ

スを通じて関連する知識を学習するため，様々な事象（価格，代金支払品質，配送など）を

包含した契約が締結できるようになると主張している． こうした探索コストに関わる議論は，

どのような選択項目を重視するのかといったものとは別に，取引相手を選択する際に， どの程

度の負担を投じる必要があるのかを検討したものであるといえる．

2.2取引相手の選択と探索コストとの関連性

取引相手の選択については，選択項目の利用を中心に議論が蓄積されてきた． これに加え

て，探索段階において必要となる努力や負担についても，欧米のいくつかの研究で検討されて

きた． しかし，個々の選択項目を利用した取引相手の選択が， どの程度の努力や負担を必要と

するのかといった両者の関連性については，十分に明らかにされていない．

選択項目を重視することは，取引相手の選択プロセスにおいて，取引相手の「隠された情

報」や「隠された行動」というリスクに対処するための負担，すなわち，情報の収集や行動の

分析に関わる努力や負担を生じさせる(BaimanandRajan,2002;Krismanetal.,2011). このこと

は，取引上のリスクが比較的高い取引（例えば，金額が大きく特殊で複雑な取引など）を実施

する企業が，構造化された管理システム（例えば，価格に加えて品質・納期・評判などを重視

する評価システムなど）を通じてこれらのリスクに対処しようとする場合に，顕著に見受けら

れると考えられる(AndersonandDekken2005;Dekken2008;Dekkeretal.,2013,2018;Krismanet

al.,2011).

この関連性については，詳細な管理システムが多くの負担をもたらすといった管理システム

とコスト （負担） との正の関連性として， とくに取引相手との契約に関する研究で検討されて

いる．例えば, AndersonandDekker(2005)は，取引相手との契約に含められる事項の幅広さが

契約コスト （交渉や契約作成にかかる日数）に正の影響を与えること，すなわち，多くの事項

を包含した契約を作成し利用しようとすると，取引相手との交渉などに関わって多くの日数が

必要になることを明らかにしている． また,Dekkeretal. (2018)は， 日本とオランダに所在する

わが国企業のデータを用いて，契約の複雑性（規定の範囲の広さや複雑さ）が契約コスト （交

渉や契約作成のプロセスに関わる負担の程度）に正の影響を与えること，すなわち，含められ

る事項が'幅広く，それぞれの事項が詳細に規定されている契約を作成し利用しようとすると，
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図l 概念モデル

探索コスト選択項目の利用
＋

取引相手との交渉プロセスや契約作成での負担が大きくなることを指摘している． ざらに， こ

こでは，契約の他の側面（期間の長さ，更新規定の明確さ，柔軟さ）が契約コストに与える影

響を同時に分析し，それぞれの影響が契約の複雑性よりも小さいことを明らかにしている．

これらをふまえると，取引相手の選択についても，取引相手の探索プロセスを通じて個々の

選択条件に合った企業を探索することが必要となることから，取引相手との契約において見ら

れるような関連性が当てはまると考えられる．そこで，本研究は，管理システムとコストとの

正の関連性に関する先行研究の知見を参考にしつつ， これを契約の前の段階にあたる取引相手

の選択に拡張することで，選択項目の利用と探索コストとの関連性の仮説として，正の関連性

を設定する(AndersonandDekkeE2005).図lは，両者の概念モデルである．

また，両者の関連性は，選択の際に企業が重視する項目に応じて，関連する取引相手の探索，

情報の収集，行動の分析に関わる努力や負担に差が生じ，個々の選択項目ごとで強弱が生じる

ことが想定される(Dekkeretal.,2018).そのため，仮説の検証に当たっては，従来から多く議

論されてきた「(a)業務」レベルの選択項目の重視だけでな<,組織文化の「(b)共通性｣，外部

による「(c)評判｣， イノベーションに関わる「(d)製品開発」の重視を含め，それぞれの項目が

探索コストに与える影響を検証し， より具体的な知見を提供できるように工夫する．

選択項目 （業務）を利用した取引相手の選択は探索コストに正の影響を与える．

選択項目 （共通性）を利用した取引相手の選択は探索コストに正の影響を与える．

選択項目 （評判）を利用した取引相手の選択は探索コストに正の影響を与える．

選択項目（製品開発）を利用した取引相手の選択は探索コストに正の影響を与える

仮説(a)

仮説(b)

仮説(c)

仮説(d)

これまで， わが国では，取引相手との情報共有やインターラクションといった組織間での協

働に関する検討が蓄積しているものの，取引相手の選択に関する議論は圧倒的に不足していた

(坂口ほか, 2015). これは，わが国企業の組織間関係が長期的で安定的であるとする隣接領域

の研究成果を反映したものであると思われる（浅沼, 1984;Nishiguchi, 1994). しかし，近年の
研究では， わが国企業の組織間関係が大きく変貌を遂げていることが指摘されている．例え

ば，延岡(1999)は, 1990年代のわが国自動車産業において，標準的な部品（多様な製品に適応

でき，他の部品との相互依存性が低い部品）の調達企業数を拡大する一方で，特殊的な部品の

調達企業数を集約していることを明らかにしている． また,Kawaietal. (2013)は, 2000年代前

半のわが国加工組立型企業において，サプライヤーとの変動的な関係を志向する企業の割合が

全体の26％（27社/105社）を占めているのに対し，安定的な関係を志向する企業の割合が全

体の13%(14社/105社）であることを示している．

こうしたわが国の動向を鑑みれば，取引相手の選択にどのような項目を利用し， どの程度の

コストを負担しているのかについて，わが国企業データを利用して一般的傾向を明らかにする

ことは， わが国の組織間マネジメント ・コントロール研究の進展だけでなく， 日本企業の実態
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の解明にとっても有益である． また， このことは，ベストプラクテイスに偏重した日本的な組

織間関係の議論とは異なる素地を提供できることから，管理会計領域だけでなく，隣接領域の

研究にも価値ある知見を提供できると考えられる．

3． データと変数

3.1データ

本研究の質問票調査は，金額が大きく特殊で複雑な取引に直面した企業が，管理システムと

して構造化された実務を構築し，取引上のリスクに対応している状況を把握するという研究上

の目的から，組織間における協働が積極的に実施されていると広く記述されるわが国の加工組

立型産業を対象に，バイヤーの視点から実施したものである(Dekkereta1.,2013,2018;窪田，

2012b;坂口, 2009). わが国の加工組立型産業を対象とした理由は，単純な市場取引ではな<,

サプライヤーに対するコントロールを伴う取引が組織間マネジメント ・コントロール研究の主

要な検討対象となることや(AndersonandDekkel;2005), こうした取引では価格以外の項目がコ

ントロール上重要になること(CalTandlttnen1992;Ittnereta1., 1999), および， これらに関連す

る実務がわが国の加工組立型企業型産業で広く見られ，本研究の対象として適していること

(Dekkereta1.,2013,2018;藤本, 2001)による．

具体的には，東京証券取引所一部上場企業の中で，機械，電気機器，輸送用機器，精密機器

の業種に属する企業387社を対象に, 2017年2月に質問票を送付し，回収している．質問票の

最終的な回収数は105社であり， 回収率は27.1%である4.利用する質問項目は一般的な購買

に関するものであり，先行研究を基礎に，対象企業の代表的な取引事例を想定して回答するよ

うに依頼している(AndersonandDekkel;2005;Dekkereta1.,2018). ただし，環境・取引関連要因

のうち， 「環境可変性」と「予測困難性」は，企業レベルの質問であったため，対象企業を取り

巻く環境を想定して回答するように依頼している(Dekkereta1.,2013,2018).最終サンプルは本

研究で利用するすべての質問項目に回答した101社である5. なお，本研究は，上述の研究上

の目的から，いわゆる大企業にサンプルを限定している(Spekl6andWidener,2018).そのため，

本研究での分析結果は，大企業での実務を反映したものであると考えられる．

それぞれの質問項目は， まず先行研究をもとに筆者が作成し， その後2名の研究者教員と1

名の実務家教員が評価し，最後に筆者が修正．決定するというプロセスを経ている．質問項目

の尺度は, ｢1 (まったく該当しない)」 「5 (まったくそのとおり)」の5点リッカート ．スケー

ルである． また， 2つ以上の項目からなる合成変数は，質問項目の平均値を利用している．

3.2変数

本研究は，取引相手の探索コストとして,AndersonandDekker(2005),CaITandlttner(1992),

Dekker(2008),Dekkeretal.(2018)を参考に，探索段階における①範囲の広さ（探索に含める対

象企業の多さ)，②時間の長さ （探索に投入する時間の長さ)，③人的資源の多さ （探索に投入

する人材の多さ）を利用する． また，本研究は，取引相手の選択において重視する項目とし

て，①技術水準，②原価見積能力，③改善能力，④品質水準，⑤タイムリー納入，⑥相互理解，
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⑦信頼，⑧組織文化の共通性，⑨経験の共通性，⑩外部の評判，⑪他社による推薦⑫開発頻

度を利用する(Dekkereta1.,2016;Dingeta1.,2013;藤本, 2001;Ittnereta1., 1999;Katsikeaseta1.,

2004)6. なお， これらの選択項目に対して因子分析（主因子法）を実施した結果, 12項目か

ら4つの因子（説明された分散の合計＝67.65％）を抽出することができた． ここで,第一因子

(固有値＝3.68）に関わる①から⑤は，おもに業務関連の項目の重視を意味し，取引相手であ

るサプライヤーの業務遂行能力を評価するためのものであることから， これらの5項目からな

る合成変数を「業務の重視」とした（藤本, 2001;Ittneretal.,1999;Katsikeasetal.,2004).第二

因子（固有値＝1.82）に関わる⑥から⑨は，取引相手との組織文化や経験の共通性の重視を意

味することから「共通性の重視」とし(Dingetal.,2013),第三因子（固有値=1.46)に関わる

⑩と⑪は，外部による評判に関連することから「評判の重視」とした(Dingeta1.,2013).最後

の第四因子（固有値=1.14)に関わる⑫は，製品開発の頻度の重視であることから， 「製品開

発の重視」とした(Dekkereta1.,2016;藤本, 2001).

次に，本研究は，取引上のリスクの代理変数である環境・取引関連要因として，先行研究で

広く利用される「取引規模」「資産特殊性」「環境可変性」「予測困難性」「モニタリング問題」

｢複雑性」「競争」「取引経験」を採用し， これらの要因が選択項目の利用に与える影響を考慮

することとした(AndersonandDekkeI;2005;Dekkeri2008;Dekkereta1.,2013;JaworskiandKohli,

1993;坂口, 2009)． ここで， 「取引規模」は，取引金額の大きさである (AndersonandDekkeI;

2005;Dekkerb2008;Dekkeretal.,2013;坂口, 2009). 「資産特殊性」は，①取引の停止による損

失の大きさ，および，②取引相手の切替の困難さについて質問している(AndersonandDekkeI;

2005;Dekker,2008;Dekkereta1.,2013;坂口, 2009).

また，本研究は，不確実性に関わって「環境可変性」「予測困難性」「モニタリング問題」を利

用している(Dekkeretal.,2013,2018;Geyskensetal.,2006). 「環境可変性」は，①顧客ニーズの

変化，②販売方法の変化，③技術変化のスピード，④技術の陳腐化⑤技術革新に伴う製品開

発アイデアである(Dekkereta1.,2013,2018;JaworskiandKohli, 1993). 「予測困難性」は，①市場

予測の困難さと，②技術予測の困難さであるのekkereta1.,2013;JaworskiandKohli,1993). 「モ

ニタリング問題」は，サプライヤーが供給する部品やサービスの①評価の困難さと，②比較の

困難さについて質問している(AndersonandDekkel;2005;Dekkereta1.,2013,2018).

その他に， 「複雑性」は，加工プロセスの複雑性について質問している(AndersonandDekker,

2005;Dekkereta1.,2018).取引相手間の「競争」は，①代替品の多さと，②類似品の多ざであ

る(AndersonandDekkeI;2005;Dekkereta1.,2013;坂口, 2009).最後の「取引経験」は，サプラ

イヤーとの取引経験の長さについて質問している(Dekker,2008;Dingeta1.,2013).

表lは，本研究で利用する変数の記述統計である．表lから， 「業務の重視」の平均値(3.85）

が最も高く， 「共通性の重視(3.33)」「評判の重視(2.77)」「製品開発の重視(2.64)」の順に低く

なっていることが分かる． これは，取引相手を選択する際に，取引相手の業務遂行能力を評価

するための基準である業務レベルの項目が，他の選択項目に比べて広く重視される傾向にある

ことを示していると考えられる．

表2は，本研究で利用する変数の相関係数行列である．表2を見ると， 「探索コスト」と「業

務の重視」の間の正の相関や， 「探索コスト」と「製品開発の重視」の間の正の相関に見られる

ように，事前に設定した仮説の一部を支持する結果が観察できる． これに加えて， 「取引経験」

が「探索コスト」と負に相関している． これは，取引経験が長くなれば，取引相手の行動など

を理解しているために，探索段階での努力や負担が少なくなるという先行研究の主張に沿った
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ものであるといえる(Dekkel;2008). さらに， 「取引経験」が「取引規模」や「資産特殊性」と
正に相関しているが， これも，取引経験のある取引相手と大規模で特殊な取引を行う傾向を示

唆する先行研究と類似しているといえる(Dekkereta1.,2018)7.

4．分析結果と検討

4.1主要分析の結果と検討

表3は，選択項目の利用と探索コストとの関連性についてのOLS(OrdinaryLeastSquare:最

小二乗回帰）による分析結果である8．モデルlは，選択項目 （業務，共通性，評判，製品開

発）の利用が探索コストに与える影響について示している．モデル2は，モデルlでの関連性

に加えて，環境・取引関連要因（取引規模，資産特殊性，環境可変性，予測困難性，モニタリ

ング問題，複雑性，競争，取引経験）が探索コストに与える影響について考慮している． まず，

モデルlを見ると， 「業務の重視」が「探索コスト」に正の影響（5％水準）を与えている． こ

れは，業務レベルの項目を利用した取引相手の選択に多くの努力を投入する傾向があることを

示し，仮説(a)を支持するものである． また， 「製品開発の重視」が「探索コスト」に対して正

の影響(1%水準）を与えている． これは，新製品の市場導入のタイミングを重視した取引相

手の選択に相当の努力が必要になることを意味し，仮説(d)を支持するものであるといえる．

なお， 「共通性の重視」や「評判の重視」が「探索コスト」に与える影響については，仮説(b)

や(c)を支持する結果が得られなかった． このことは， 「業務の重視」や「製品開発の重視」が，

調達する部品などに直接的に関連する項目であるのに対し， 「共通性の重視」や「評判の重視」

が，取引相手であるサプライヤーに関連する項目であり，調達する部品などに直接的に関連せ

ず，副次的なものであることを反映していると考えられる．

次に，モデル2を見ると，モデルlと同様に，取引相手の選択における「業務の重視」と「製

品開発の重視」が「探索コスト」に正の影響を与えている（5％水準とl%水準). これは，モ

デルlにおける選択項目の利用と探索コストとの関連性が，環境・取引関連要因の影響を含め

た場合でも見られることを示すものであるといえる9． また，環境・取引関連要因が探索コス

トに与える影響を見ると， 「取引経験」が「探索コスト」に負の影響を与えている（5％水準)．

これは，取引経験が豊富になれば，取引相手の行動などを理解していることから，選択に際し

てそれほど負担が必要にならなくなることを示していると考えられる(DekkeI;2008).

4.2追加分析の結果と検討

表3から，業務レベルの項目だけでなく，製品開発関連の項目を重視して取引相手を選択す

る場合に，企業が多くの探索コストを投じる必要があることが理解できた． しかし，特定の選

択項目を利用するにあたって， どのような負担が求められるのかをより詳細に把握するため

には，探索コストに関わる具体的な検討が不可欠である．そこで，表3の「探索コスト」を，

①範囲の広さ，②時間の長さ，③人的資源の多さに分解し，表3のモデル2と同様に環境・取

引関連要因の影響を考慮した分析をモデル3 （①から③） として追加的に実施することとし

た． ただし，①範囲の広さ，②時間の長さ，③人的資源の多さは，それぞれが相互に関連して
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表3主要分析の結果

モデル2：探索コスト

1.85**(2.17)

0.34*＊(2.33）

‐0．01 （-0.08）

0．03 （0.27）

0.25***(2.76）

0.0i (0.09)

0．04 （0.36）

().12 (0.99)

-0.16 (-l.61)

0.14 (l.08)

‐0.08 （-0.75）

0.02 (0.15)

-0.32**(-2.10)

2．97な＊＊

0．19

モデルI ：探索コスト

0．89 （1.64）

0.28*＊（2.07）

-0. ll (-0.96)

0．12 (I. I7)

0.30***(3.75）

定数

業務の重視

共通性の重視

評判の重視

製品開発の重視

取引規模

資産特殊性

環境可変性

予測困難性

モニタリング問題

複雑性

競争

取引経験

P腫

修正涛みR2%

6.26*＊＊

0． 17

***, **, *; 1%, 5%, 10%水準・両側， カッコ内はt値

いることが想定されるため， ここでは，従属変数間の相互依存性を考慮したSUR(Seenngly

UnrelatedReglession:見かけ上無関係な回帰）を採用することとしたlO.表4は，選択項目の利
用が「範囲」「時間」「人的資源」といった探索コストに与える影響を示しているll.

表4パネルAの①を見ると， 「業務の重視」は， とくに「範囲の広さ」に正の影響を与えて

いる (1%水準). これは，業務に関わる選択項目を重視する場合（例えば， 目標とする業務レ

ベルがより明確である場合）に，取引相手となり得る企業の範囲を広げる傾向があることを示

している．業務関連の基準は，他の基準（共通性，評判，製品開発） よりも企業間での比較可

能性が高いことから， さまざまな企業を対象に含めることができる．そのため， この分析結果

は，業務に関わる選択項目を利用する際に， こうした業務基準の特性を利用して多くの企業を

選択対象に含め，企業間の比較を通じて可能な限り業務遂行能力の高い取引相手を選択するよ

うな取り組みが求められていることを意味しているといえる．

これに対して，②と③から， 「製品開発の重視」は， とくに「時間の長さ」や「人的資源の多

さ」に正の影響を与えている（5％水準とl%水準). これは，製品開発に関わる項目を重視す

る場合（例えば，部品などに関連する新たな開発が必要な場合）に，時間や人的資源を多く投

入する傾向があること，すなわち，製品開発といった戦略上重要な項目については，人的資源

を集中的に動員し，時間をかけて慎重に評価する必要があることを示していると考えられる．

また，環境・取引関連要因が①から③の探索コストに与える影響を見ると， 「環境可変性」が

｢人的資源の多さ」に正の影響を与え（5％水準)， 「予測困難性」が「時間の長さ」と「人的資

源の多さ」に負の影響を与えている（それぞれ10%水準). これらは，環境変化が激しい場合

に，取引相手の選択に関して多くの人員を動員する必要があること，および，市場動向や技術

動向の予測の困難さが，取引相手の選択に関わる時間や資源の投入を妨げることを意味してい

ると考えられる(Dekkeretal.,2013). これらに加えて， 「取引経験」が探索コスト全般に与える

負の影響は， 「時間の長さ」 （10％水準） と「人的資源の多さ」 (1%水準）において顕著である

ことが，表4パネルAから読み取ることができる．
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表4追加分析の結果

モデル3 ：③人的資源の多さ

パネルA

1.54＊ （1.78）

0．17 （1.1う）

0．08 （0.68）

0．04 （0.32）

0.32***(3.46）

().18 (1.47)

0．03 （0.25）

0.30*＊(2.48）

-0. 18* (-1 .85)

0.10 (0.72)

-0.17 (-1.48）

-0.05 （-0.49）

-0.44***(-2.79）

0．70

45.84*＊＊

0．31

定数

業務の重視

共通性の重視

評判の蕊視

製品開発の重視

取引規模

資産特殊性

環境可変性

予測困難性

モニタリング問題

複雑性

競争

取引経験

RA術E

カイ2鋸

"2*

3.02***(2.“）

0.63***(3.19）

-0.24 (-1.50)

-0.13 （-0.88）

0．17 (1 .37)

-0.13 (-0.82)

0．00 （0.02）

-0.07 （-0.42）

-0. 10 (-().76)

0.23 (1.40）

-0.06 （-0.40）

0．05 （0.38）

-0.23 (-1.13)

0．98 （1.00）

0．23 （1.35）

0.13 (().93)

0.19 (1 .46)

0.27*＊（2.”）

-0.02 (-0.12)

0．09 （0.70）

0.12 (0.86)

-0.19＊ （-1 .68）

0．08 （0.56）

-0.02 （-0.18）

0．05 （0.38）

-0.30* (-l.68)

0.92

23.68卓＊

0．19

0.79

31 .94＊＊＊

0.24

パネルB

範囲の広さ

時間の長さ

人的資源の多さ

＊
＊

牢
＊

＊
＊

７
－
４
等

勺
』
今
Ｊ

旬
●

！
０
０

1

0.76*＊＊ I

***, **, *; l%, 5%, 10%水準・両側， カッコ内はz値

5．結論と今後の課題

取引相手の選択は，組織間マネジメント ・コントロール研究が進展する欧米において，組織

間での協働や契約とともに議論が進展している． ここでは，おもに選択項目の利用が注目され

ている． しかし，個々の項目を重視した取引相手の選択が，企業に対してどの程度の努力や負

担を必要とするのかといった両者の関連性については十分に明らかにされていない．そこで，

本研究では，管理システムとコストとの関連性に関する先行研究の知見を取引相手の選択にも

拡張し，重視する個々の「選択項目」と「探索コスト」との関連性に焦点を当て， 日本企業を

対象とした質問票データを基礎に検討してきた．

検討の結果，業務レベルの項目の重視や製品開発関連の項目の重視が，探索コストに正の影

響を与えていることが明らかとなった． これは，技術，原価，品質，納期といった業務に関わ

る項目や， イノベーションに関わる製品開発の項目を重視するに当たり，多くの探索コストを

投入して取引相手を選択していることを表している． さらに， これらを詳細に見ると，業務レ

ベルの項目を重視するに際しては， とくに多様な企業を選択対象に含めることや，製品開発に

関わる項目を重視するに際しては， とくに人的資源を集中的に動員し，時間をかけて評価する

ことが理解できた． これは，おもに業務や製品開発に関わる項目を重視するために多くの探索

コストを投入する必要があるものの，その具体的な取り組み方が項目に応じて異なることを意

味している． このことは，業務レベルの項目を重視し，複数企業の比較を通じて評価する姿

勢と，戦略上重要な項目に注目し，人員や時間を投入して慎重に検討する姿勢というように，
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取引相手の選択に関わる企業の目的の差を反映しているのかもしれない(Kawaietal.,2013;延

岡, 1999).

なお， これらの発見事項は，研究面だけでなく，実務面でも役立つことが期待きれる．本研

究の発見事項は，取引相手の選択と探索コストとの関連性についての一般的傾向を示すもので

ある．そのため，本研究の発見事項と個々の企業事例との比較を通じて，一般的傾向と異なる

個々の企業実務の現状（例えば，探索コストを過大あるいは過少に投入している項目の存在な

ど）が把握できると思われる(Andersonetal.,2017).そして，一般的傾向と異なる点などを中

心に企業ごとの実務を慎重に検討することで，取引相手の選択に関わる個々の企業実務の特徴

や問題点（例えば，探索コストを考慮せず，ベスト ・プラクテイスと評される実務に過度に注

目している点など）を明らかにすることができるように思われる(RusenandStouthuysen,2017).

一方で，本研究は，質問票調査を基礎とする他の実証研究と同様に，いくつかの課題を有し

ている．例えば，本研究では， おもに先行研究を基礎に質問票を開発しているため， これまで

検討されていない重要な変数を見落としているかもしれない． また，測定上工夫すべき変数が

含まれている可能性もある．加えて，データの処理についても，推定上の問題から完全に開放

されたとはいえないだろう． さらに，データを国内の比較的大規模な加工組立型企業での取引

に限定していることから，今後，範囲を拡大することも必要であろう．その他，本研究の発見

事項は，質問票調査を用いて一般的傾向を明らかにしたものであるため，ケースの蓄積などを

通じて企業実務の細部を把握し，補完していくことが必要である． また，本研究とは異なる研

究上の目的を設定することで，本研究で十分にとらえられなかった現象（例えば，多様性や複

数の項目の組み合わせ，および，その変化など）が観察できるようになる可能性もある．

しかし， これらの課題があるものの，本研究は，選択項目の利用と取引相手の探索コストと

の関連性に注目し，その特徴を明らかにした点で，組織間マネジメント ・コントロールの研究

や，隣接領域の研究の今後の進展に大きく貢献すると思われる．
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本研究の作成に際し， 2人のレフリーから親切なご指導を頂いた． ここに記して感謝申し上

げる．本研究は，科学研究費（基盤研究(C) :研究課題番号17KO4085)の成果の一部である．

注

’ これに関連して，購入価格だけでなく，品質，配送，管理業務などに関わるコストの影響

を考慮するTCO(TbtalCostofOwnership:総保有コスト）が欧米を中心に議論されている．

2 さらに，経営学（とくに生産管理）の領域では， 日本企業における取引相手の評価に関す

る実務が具体的に紹介されている．例えば，藤本(2001)は， 自動車企業におけるサプラ

イヤー選択の実務として，改善能力，品質，経営基盤などによる多面的な評価を例示して

いる．
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3 ここでのコストは，組織間マネジメント・コントロールの先行研究で述べられるように，会

計的なコストに限定されるものではない(AndersonandDekker,2005;Dekkeretal.,2018).

4回答企業105社のプロファイルは，平均の売上高が330,396百万円であり，業種別の企業数

が機械（回収41社：送付133社),電気機器（回収41社：送付162社),輸送用機器（回収

16社：送付64社)，精密機器（回収7社：送付28社） というように，特定の業種への偏り

は見られないものとなっている． また，回答者のプロファイルは， 同一企業で複数名の回

答者が5名含まれていたことから，全体で110名であり，内訳は購買担当者が96名(87%)

と最も多く，製造担当者が7名，その他および不明が7名となっている． なお， 同一企業

での複数の回答（具体的には，送付先企業の判断による同一企業における複数の回答者に

よる回答）は，分析に含めると特定企業の影響を受けることから，最終サンプルにこれを

含めないこととしている．

5前半の回答企業（分析対象企業50社） と後半の回答企業（分析対象企業51社）について売

上高対数を比較したが，有意な差は見られなかった． また，本研究で利用する質問項目全

体(31項目）を対象に因子分析を実施し, 1つの因子で説明できる可能性が低い(16.87%)

ことを確認している．

6これら以外にも， 「生産能力の重視：生産能力の高さを重視してサプライヤーを選択する」

について質問している． この変数は，事前段階において，第一因子に含まれる業務レベル

の項目として想定していた． しかし，因子分析で「業務の重視」と「製品開発の重視」の

二つにこの項目が関連したため， この項目は今回の分析に含めないこととした． ここで，

この項目が二つの因子に関連した理由としては，生産能力が日常業務の遂行という側面だ

けでなく，製品開発と連動する側面も含まれるためであると考えられる（加登， 1993)． な

お， これ以外の項目については，取引相手企業自体にかかわる項目，外部の評判にかかわ

る項目，製品開発にかかわる項目というように，事前の想定と適合するものであった．

7その他「他の部品への影響の大きさ」についても質問している． この変数と環境･取引関連

要因との相関係数を計算すると， 「取引規模」「資産特殊性」「複雑性」と正に相関(p<0.01)

し， 「競争」と負に相関(p<0.01)していた． これは，製品を構成する他の部品に大きな影

響を与える主要な部品ほど，金額が大きく特殊で複雑であり，限定されたサプライヤーか

ら調達される傾向があるという先行研究の主張に沿ったものであるといえる （藤本， 2001；

延岡, 1999).

8これら2つのモデルについては，同時にVIF(VariancelnfiationFactor:分散拡大係数） も算

定している．その結果，モデルlについては最大でl.29,モデル2については最大で2.41

であり，多重共線性の疑いを完全に取り除くことができないものの，解釈にあたって大き

な問題がないことを確認している．

9これに加えて，企業規模（売上高対数）や産業（ダミー）を考慮した分析を実施し，結果が

大きく変わらないことを確認している．

l0この分析方法は，相互に関連する複数の従属変数が，同一セットの独立変数から影響を受

けると考えられる場合に利用されるものである． これは，従属変数間の相互関連性が考慮

されることから，複数の従属変数が同一セットの独立変数から影響を受ける場合に，相互

に独立したOLSよりも適した分析方法とされている． また， ここで計算される従属変数間

の残差相関は，正の場合が補完的関係であることを，負の場合が代替的関係であることを

示すといわれている．例えば，表4パネルBを見ると，本研究で利用した探索コストの各
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項目は，補完的関係（対象とする企業の範囲を広くすると，時間が多くかかり，人員も多く

必要となるという関係）であることが理解できる． なお， この分析方法は，近年，欧米の

管理会計研究で採用されるようになっている．詳しくは,Dekkeretal. (2016,2018)を参照．

'’ これに加えて，企業規模（売上高対数）や産業（ダミー）を考慮した分析を実施し，結果が

大きく変わらないことを確認している．

付録（質問項目）

探索コスト

質問形式：代表的な事例を想定しながら該当する番号(1～5)に回答するよう各企業に依頼

・範囲の広さ：多くの企業の中から該当するサプライヤーを探索する．

・時間の長さ：サプライヤーの探索に多くの時間をかける．

・人的資源の多さ：サプライヤーの探索に多くの人員を動員する．

取引相手の選択

質問形式：代表的な事例を想定しながら該当する番号(1～5)に回答するよう各企業に依頼

・技術水準：技術水準の高さを重視してサプライヤーを選択する．

・原価見積能力：部品・資材のコスト見積りの正確性を重視してサプライヤーを選択する

・改善能力：部品・資材のコスト改善能力の高さを重視してサプライヤーを選択する．

・品質水準：部品・資材の品質水準の高さを重視してサプライヤーを選択する．

・ タイムリー納入：部品・資材の納入のタイムリーさを重視してサプライヤーを選択する

・相互理解：貴社との相互理解の程度を重視してサプライヤーを選択する．

・信頼：貴社との信頼関係を重視してサプライヤーを選択する．

・組織文化の共通性：貴社との企業文化の共通性を重視してサプライヤーを選択する．

・経験の共通性：貴社との共通経験の豊富さを重視してサプライヤーを選択する．

・外部の評判：業界の評判を重視してサプライヤーを選択する．

・他社による推薦：他社からの推薦を重視してサプライヤーを選択する．

・製品開発の重視：製品開発の頻度を重視してサプライヤーを選択する．

環境・取引関連要因（注:個々の質問項目右横の番号: (1)もしくは(2)=該当する質問形式）
(1)質問形式:代表的な事例を想定しながら該当する番号(1～5)に回答するよう各企業に依頼．

(2)質問形式:取り巻く環境を想定しながら該当する番号(1～5)に回答するよう各企業に依頼

・取引規模(1) :サプライヤーとの取引金額は多額である．

・損失の大きさ(1) :サプライヤーからの納入が停止した場合に貴社が被る損失は大きい．

．切替の困難さ(1) :サプライヤーからの納入が停止した場合に他のサプライヤーへ即座

に切り替えることは困難である．

・顧客ニーズの変化(2) ：貴社の顧客の製品やサービスに対するニーズはすぐに変化する．

・販売方法の変化(2) ：貴社の主要競合他社の売り込み方法はすぐに変化する．

89



管理会計学第27巻第1号

技術変化のスピード(2) ：業界内の技術はすぐに変化する．

技術の陳腐化(2) ：業界内の技術の陳腐化はすぐに進む．

製品開発アイデア(2) ：業界内の技術革新を通じて多くの新製品や新サービスのアイデ

アがもたらされる．

市場予測の困難ざ(2) ：2，3年後の市場動向を予測することは困難である．

技術予測の困難さ(2) ：2，3年後の技術動向を予測することは困難である．

評価の困難さ(1) :サプライヤーから納入される部品・資材のコストや品質を評価する

ことは困難である．

比較の困難さ(1) :サプライヤーから納入される部品・資材を他のサプライヤーのもの

と比較することは困難である．

複雑性(1) ：サプライヤーから納入される部品・資材は複雑な加工を経たものである．

代替製品の多さ(1) ： |司様（代替可能）の部品・資材を納入することができるサプライ

ヤーの数は多い．

類似製品の多さ(1) ：類似（多少の変更により代替可能）の部品・資材を納入すること

ができるサプライヤーの数は多い．

取引経験(1) :サプライヤーとの取引経験は長い．
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